
●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

円

事業費　計 20,000 円 20,000 円 25,000 円

一般財源 20,000 円 20,000 円 25,000

支
　
出

主な歳出の節

県支出金 円 円

財
　
源

主な歳入の科目 令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

国支出金 円

円

その他

円 円

円 円 円

地方債 円 円

円

受益者負担金

円

円 円 円

円 円

円

円 円

円事業費　計

円 円

円 円 円

円

20,000 円 20,000 円 25,000

円 円 円

18　負担金，補助及び交付金 20,000 円 20,000

事業
業績

・稲敷広域主催　窓口サービス向上研修　R元年度2名　R2年度0名　R3年度2名　受講

・ユーザ協会主催　ビジネスマナー研修会（新規採用職員全員受講）
　R元年度15名　R2年度0名　R3年度7名　受講
（R2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により開催無）

年度

事業期間

実施手法

（すべてチェック） ユーザ協会主催，
稲敷広域主催の研修に派遣

円 25,000 円

新規・継続  事業開始年度

実施形態

事業概要

　窓口業務に携わる職員を稲敷地方広域市町村圏事務組合（以下稲敷広域と記述する）窓口サー
ビス研修や，日本電信電話ユーザ協会（以下ユーザ協会と記述する）主催のビジネスマナー研修
会に派遣し，町民の立場に立った親切丁寧な窓口対応ができる職員を育成する。

令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

主な取組

①親切ていねいな窓口応対の実施 目 【01020101】一般管理費

事業 職員研修事業

根拠法令等  　 地方公務員法第３９条（研修）

令和４年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和３年度）

事業名(取組名) 職員研修事業 評価番号 5-4-14-1

担当課 総務課 係 人事給与係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【５】みんなが主役でともに進むまちづくり 会計 【01】一般会計

基本施策 【４】効果的・効率的な行財政運営の推進 款 【0102】総務費

施策 【１４】窓口サービスの充実 項 【010201】総務管理費

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　町民の立場に立った，親切丁寧な窓口業務の実施に当たっては，接遇スキルの専門的知識を持った外部講師
の研修を受講するすることが適切と考えており，今後も継続して研修に職員を派遣していきます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　事業費は稲敷広域の負担金，またユーザ協会主催のビジネス
マナー研修会については研修費はかからず，会費のみであるた
め，削減余地はないと判断します。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　いずれの研修も専門的知識を持った外部講師による研修であ
り，現状で一定の成果は上げることが出来ていると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　窓口業務における職員の資質・能力向上には不可欠な事業で
す。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

●評価　～CHECK～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　窓口対応に係る接遇スキルの取得については専門的知識を
持った外部講師の研修を受講することが適切であり，主な取り
組みの達成に貢献していると考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

円

事業費　計 0 円 0 円 991,650 円

一般財源 円 円 991,650

支
　
出

主な歳出の節

県支出金 円 円

財
　
源

主な歳入の科目 令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

国支出金 円

円

その他

円 円

円 円 円

地方債 円 円

円

受益者負担金

円

円 円 円

円 円

円

円 円

円事業費　計

円 円

円 円 円

円

0 円 0 円 991,650

円 円 円

17　備品購入費 円

事業
業績

　来庁者の待ち時間短縮のため窓口に番号札発券機を導入し窓口業務の効率化を図りました。
　また，おくやみ窓口を設置し，遺族の手続きをワンストップで行うことにより，窓口業務の効率化と待ち時
間の短縮を図りました。

年度

事業期間

実施手法

（すべてチェック）

円 991,650 円

新規・継続  事業開始年度

実施形態

事業概要

　来庁者の待ち時間短縮のため，効率的な窓口処理を推進します。

令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

主な取組

②効率的な窓口処理の推進 目 【01020301】戸籍住民登録費

事業 住民登録費

根拠法令等  　

令和４年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和３年度）

事業名(取組名) 効率的な窓口業務 評価番号 5-4-14-2

担当課 住民課 係 窓口係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【５】みんなが主役でともに進むまちづくり 会計 【01】一般会計

基本施策 【４】効果的・効率的な行財政運営の推進 款 【0102】総務費

施策 【１４】窓口サービスの充実 項 【010203】戸籍住民登録費

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　継続して住民票，印鑑登録証明書のコンビニ交付の推進や，窓口の番号札発券機，おくやみ窓口の活用によ
り，待ち時間の短縮を図って行くことから現状維持とします。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　事業費が人件費のためコストの削減は難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　コンビニで，休日でも住民票や印鑑登録証明書の交付が受け
られることを広報することで，来庁者をコンビニに誘導し，待
ち時間の短縮を図れます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　窓口での待ち時間の短縮や窓口事務の効率化には，コンビニ
交付や番号札発券機の活用が必要だと考えます。
　また，おくやみ窓口の設置も住民の方の待ち時間の短縮に必
要だと考えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　窓口業務のため統合連携は見込めないと考えます。

●評価　～CHECK～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　窓口に番号札発券機を導入し効率化を図ることで，待ち時間の短縮
ができました。
　おくやみ窓口を設置し，遺族の手続きをワンストップで行うことに
より，窓口業務の効率化と待ち時間の短縮を図りました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　窓口業務のため，町が主体となるのが妥当だと考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

可能性がある 可能性がない 類似事業はない



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

円

事業費　計 0 円 0 円 0 円

一般財源 円 円

支
　
出

主な歳出の節

県支出金 円 円

財
　
源

主な歳入の科目 令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

国支出金 円

円

その他

円 円

円 円 円

地方債 円 円

円

受益者負担金

円

その他 円 円 円

プルダウンから選択 円 円

円

円 円

円事業費　計

円 円

プルダウンから選択 円 円 円

プルダウンから選択 円

0 円 0 円 0

プルダウンから選択 円 円 円

プルダウンから選択 円

事業
業績

　毎週水曜日午後８時１５分まで窓口を延長し，各種証明書の発行を行いました。（マイナンバーカードにつ
いては，午後７時まで交付しました。）

年度

事業期間

実施手法

（すべてチェック）

円 円

新規・継続  事業開始年度

実施形態

事業概要

　毎週水曜日午後８時１５分まで窓口を延長し，各種証明書の発行とパスポートの交付を実施し
ます。（マイナンバーカードについては，午後７時まで交付します。）

令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

主な取組

③夜間窓口業務の実施 目 【項】を先にプルダウンから選択

事業

根拠法令等  　

令和４年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和３年度）

事業名(取組名) 夜間窓口業務 評価番号 5-4-14-3

担当課 住民課 係 窓口係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【５】みんなが主役でともに進むまちづくり 会計 プルダウンから選択

基本施策 【４】効果的・効率的な行財政運営の推進 款 【会計】を先にプルダウンから選択

施策 【１４】窓口サービスの充実 項 【款】を先にプルダウンから選択

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

 　引き続き夜間窓口業務を継続実施し，住民の利便性を確保していくため現状維持とします。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　事業費が人件費のためコストの削減は難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　コンビニ交付の種類を増やすことによってサービスの充実に
繋がると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　会社勤め等で通常の開庁時間に来庁できない人のためにも，
夜間窓口は有用であり，来庁者が年間３０５人あったことから
も町民にとって必要であり，継続することが妥当だとと考えま
す。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　窓口業務のため統合連携は見込めないと考えます。

●評価　～CHECK～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　会社勤め等で通常の開庁時間に来庁できない人のためにも，
夜間窓口は有用であり，窓口サービスを充実をさせるものだと
考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　窓口業務のため，町が主体となるのが妥当だと考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

見直す余地がある



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

円

事業費　計 0 円 0 円 0 円

一般財源 円 円

支
　
出

主な歳出の節

県支出金 円 円

財
　
源

主な歳入の科目 令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

国支出金 円

円

その他

円 円

円 円 円

地方債 円 円

円

受益者負担金

円

その他 円 円 円

プルダウンから選択 円 円

円

円 円

円事業費　計

円 円

プルダウンから選択 円 円 円

プルダウンから選択 円

0 円 0 円 0

プルダウンから選択 円 円 円

プルダウンから選択 円

事業
業績

　窓口での案内やポスター，リーフレット等を使い，住民へのマイナンバー制度周知をマイナンバーカードの
普及を図りました。

年度

事業期間

実施手法

（すべてチェック）

円 円

新規・継続  事業開始年度

実施形態

事業概要

　窓口での案内や広報等を使い，住民へのマイナンバー制度を周知を図ります。
　また，マイナンバーカードの普及を推進します。

令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 令和３年度（実績）

内
訳

主な取組

④広報紙などによるマイナンバー制度の周知 目 【項】を先にプルダウンから選択

事業

根拠法令等  　 行政手続きにおける特定個人を識別するための番号の利用等に関する法律

令和４年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和３年度）

事業名(取組名) マイナンバーカード交付事業 評価番号 5-4-14-4

担当課 住民課 係 窓口係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【５】みんなが主役でともに進むまちづくり 会計 プルダウンから選択

基本施策 【４】効果的・効率的な行財政運営の推進 款 【会計】を先にプルダウンから選択

施策 【１４】窓口サービスの充実 項 【款】を先にプルダウンから選択

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　引き続きマイナンバー制度の周知を図り，マイナンバーカードの普及を推進することから現状維持としま
す。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　広報活動のためコストの削減は難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　マイナンバーカードを持つことのメリットを広報すること
で，普及率を向上させる可能性があると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　マイナンバーカードの取得率は全町民の約４割とまだ低いため，今
後も継続していく必要があります。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　マイナンバーカードを持つことのメリットを増やしていくこ
とで，広報効果が向上すると考えます。

●評価　～CHECK～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　マイナンバーカードを取得することで，役場が閉庁している土日祝
日でも住民票，印鑑証明書をコンビニで取得することができるなど利
便性が向上します。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　広報活動のため，町が主体となるのが妥当だと考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携

見直す余地がある見直す余地がある見直す余地がある


